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 陶材焼付けの実胴合金として使罵されている Au詞Pt-Pd 系の金合金には, 陶材との焼付けを強
 化させる目的で, Fe, In, Sn の添撫されたものが多い。
 このような合金に陶材を焼付けると, 焼付け過程で時効硬化が見られるようにな 軌 合金自体の
 材質も強化されて, 機械的性質の向上も図 られるなど補綴物の強度を高める働きも伴うことは知ら
 れているが, この時効過程には解明されていない挙動があ り, なお基礎的な研究が必要である。
 この種の合金は多元系なので, 時効過程も複雑なため, 専らその基本系である Au-Pt 系および
 Au-Pd 系に Fe, IB, Sn を添加したものについて研究が進められている。
 これまでに, A掛Pt 系に関 しては時効性も 確認 され, その硬化機構も解明 されているが, 一方
 の A駆Pd 系については時効性がないとも報告されており, 奮だ不明な点が多い。
 この Au-Pd 系にも時効性が現われることは, in を少量添加した Au-8wt % Pd 系三元合金
 の電気抵抗変化を調べた著者 らの研究によって明らかにされている。 それによれば Au-Pt 系とは
 全く異なって, 抵抗増加, 減少などの特異な現象を示し, この時効過程が Au-Pt 系には見られな
 い特籔のあるものであることが判った。
 そこで, この変態過程の硬化機構を解明するために, Au-8wt%Pd4wt % In 合金を実験材料
 として, 電気抵抗 かたさ, 透過電子顕微鏡 XMA, X線回折などによって時効過程の挙動を追
 及 し, 得られた結果について検討を行ない, つぎの結論を得た。
 1. 電気抵抗変化の第i極大は, Au-Pd 系の短範囲規則相が h1 添加によって, さらに発達し
 てクラスターを形成したためであると思われる。
 2 電気抵抗変化に第2の極大が形成される原因は, 硬化に2段変化が見られないこと, ゆらぎ
 模様は観察されるが G P. zone は観察されないことなどからして, スピノーダル分解がおこるた
 めであ る。
 & 電気抵抗の減少過程では, その変化量に対応して硬化も著しくなり, 変調組織やサテライト
 が観 察されるようになって変調構造が形成され る。 さ らに変態終了に近づくにつれて最高かたさは
 低くな り, 変調緩織は消失し過時効軟化状態となる。
 4. 本系合金の相変態は, 変調構造が形成されることから, 相分離によるものであることが判明
 した。 この析出相は, X線マイク惇ディフラクトメーターによって回折され, 規則化した Pd21n,
 Pd3 亙n であること が確認 された。
 5. したがって, この時効過程でおこる相分離変態は, 規則相である Pd2短, Pd3ぬ の析出によ
 るものであ り, これに伴って形成される変調構造が時効硬化に寄与することが解明された。
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審査結果要旨
 陶材焼付用の Au-Pt-Pδ 系の実罵合金には, 陶材との焼付け強さを増す目的で, Fe, 1p, Snの
 添加されたものが多い。 この種の合金の中には, 陶材焼付け過程で時効硬化し, 補綴物の強さを高
 めるもののあることが知 られている。 しかし実用合金は多成分系で, その挙動も複雑なため, 時効
 硬化機構の解競は単純な系について行なう必要 があ る。
 Au -Pt 系については, Fe, 沁, Sn 添加による時効硬化機構 が解明されて お り, Au-Pd 系につ
 いても 1n 添加によって時効硬化の起ることが現象的には知られているが, その機構については解
 明されていない。
 著者は本論文において A駆P岱短 系の時効硬化機構を解明するために, 電気抵抗, かたさ, 透
 過電子顕微鏡, XMA, X線図折などによって時効過程の挙動を追及し, 次の結果を得ている。
 i. 本系合金 は低温時効で電気抵抗に2段の極大が現れるが, この範囲では硬 さの上昇がないこ
  と, 透過電顕観察で週期性を持ったひずみ穣様が見 られることから, この極大はスピノーダル
  分解によって起るものである。
 2. 400～500。C で起る電気抵抗減少の過程で硬さも著しく増大するが, これに対応して変調構
  造が形成されることから, 相分離によるものであることが判閉した。
 & この相分離による析出相を確定するために種々の測定を行なった結果, X線マイク・デフラ
  クトメーターによる回折に』よって, Pd2瓶, Pd8豆n であることを確認した。
 生 すなわちこの時効過程で起る相分離変態は P磁n, Pd31n の析出によるものであり, これに
  伴って形成される変調構造が, 主として時効硬化に寄与することが解墾された。
 以上のように本論文は, 陶材焼付用合金の基本合金の一種である Au-Pd-ln 系合金の, 時効硬
 化機構について種々の測建手段を用いて詳細に検討 し, その機構を明 らかに したものであ る。
 よって, 本論文は十分学位授与に値するものと認める。
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